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２
．

事
業

の
目

的
・
必

要
性

＜
解

決
す

べ
き

課
題

・
背

景
＞

・下
流

部
沿

川
の

平
野

は
地

盤
高

が
重

信
川

の
計

画
高

水
位

よ
り

低
く
、

破
堤

時
に

想
定

さ
れ

る
被

害
は

甚
大

で
あ

る
。

・堤
防

整
備

率
は

高
い

水
準

に
達

し
て

い
る

が
、

J
R

石
手

川
橋

梁
が

河
川

管
理

施
設

等
構

造
令

に
適

合
せ

ず
流

下
能

力
不

足
と

な
っ

て
い

る
。

ま
た

、
継

続
的

に
様

々
な

堤
防

強
化

等
を

行
っ

て
き

た
が

、
最

近
で

も
洪

水
規

模
の

大
小

を
問

わ
ず

、
局

所
的

な
深

掘
れ

に
よ

り
河

岸
・
護

岸
崩

壊
等

の
災

害
が

頻
発

し
て

お
り

、
予

防
的

観
点

か
ら

更
な

る
治

水
対

策
が

必
要

で
あ

る
。

・堤
防

漏
水

に
よ

る
被

災
が

懸
念

さ
れ

る
。

・歴
史

的
な

治
水

方
式

で
あ

る
霞

堤
が

9
箇

所
あ

り
、

こ
の

内
5
箇

所
は

、
計

画
規

模
の

洪
水

時
に

開
口

部
か

ら
氾

濫
が

生
じ

、
家

屋
浸

水
被

害
の

発
生

が
想

定
さ

れ
る

。
こ

の
よ

う
な

不
完

全
な

霞
堤

は
被

害
防

止
に

向
け

対
策

を
講

じ
る

必
要

が
あ

る
。

＜
達

成
す

べ
き

目
標

＞
・石

手
川

で
流

下
能

力
不

足
箇

所
と

な
っ

て
い

る
Ｊ
Ｒ

石
手

川
橋

梁
の

改
築

及
び

周
辺

の
弱

小
堤

防
補

強
対

策
を

行
う

と
共

に
、

重
信

川
で

整
備

計
画

目
標

流
量

に
よ

り
家

屋
浸

水
が

発
生

す
る

恐
れ

が
あ

る
霞

堤
の

整
備

を
進

め
る

。
・頻

発
す

る
局

所
的

な
深

掘
れ

や
堤

防
侵

食
に

対
す

る
局

所
洗

掘
対

策
や

浸
透

対
策

、
耐

震
対

策
と

い
っ

た
必

要
な

区
間

の
質

的
整

備
な

ど
を

計
画

的
に

実
施

す
る

。

重
信

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
（
１

／
２

）

１
．

流
域

の
概

要

・
流

域
面

積
：

4
4
5
km

2

・
幹

川
流

路
延

長
：

重
信

川
3
6k

m
(う

ち
直

轄
管

理
区

間
堤

防
1
7
.2

km
 )

石
手

川
2
8k

m
（
う

ち
直

轄
管

理
区

間
堤

防
3
.3

km
、

ダ
ム

5
.7

km
）

・
年

平
均

降
雨

量
：

約
1
,3

0
0
m

m
・
流

域
の

主
な

産
業

：
化

学
工

業
、

製
造

業
、

農
業

・流
域

関
係

市
町

人
口

：
約

6
4
0
,0

0
0
人

・想
定

氾
濫

区
域

内
人

口
：

約
3
3
0
,0

0
0
人

・
土

地
利

用
：

山
地

部
が

7
0
％

を
占

め
、

平
地

の
3
0
%
の

う
ち

2
0
%
が

農
地

、
残

り
1
0
％

が
市

街
地

・
地

形
特

性
：

重
信

川
沿

い
に

は
四

国
最

大
の

都
市

で
県

庁
所

在
地

で
も

あ
る

松
山

市
を

は
じ

め
と

す
る

3
市

2
町

が
あ

り
、

約
6
4
万

人
の

人
口

が
集

中
同

地
域

は
化

学
工

業
が

盛
ん

で
道

後
温

泉
等

の
観

光
施

設
も

多
く
、

愛
媛

県
の

社
会

、
文

化
、

経
済

の
中

核
堤

防
整

備
率

は
約

9
1
%
と

高
い

水
準

３
．

事
業

諸
元

・
平

成
1
8
年

4
月

に
河

川
整

備
基

本
方

針
、

平
成

2
0
年

8
月

に
河

川
整

備
計

画
を

策
定

し
て

お
り

、
計

画
に

基
づ

き
事

業
を

進
め

て
い

る
。

＜
事

業
概

要
＞

局
所
洗
掘
に
よ
る
護
岸
崩
壊
（
平
成
7年

7月
洪
水
）

A
’A

重
信
川
沿
川
の
地
盤
高
（
A
-A
’
断
面
図
）

重
信

川
流

域
図

河
川
整
備

計
画

重
信

川
石

手
川

河
道

整
備

流
量

2
,5
0
0
m

3
/s

（
出

合
地

点
）

4
4
0
m

3
/s

（
湯

渡
地

点
）

主
な
工
種

局
所
洗
掘
対
策
、

霞
堤
整
備
、
浸

透
対
策
、
耐
震

対
策

等
橋
梁
の
改

築
、
弱
小
堤
防

の
補
強

、
浸
透

対
策

等

総
事
業
費

約
１

０
０

億
円

事
業

期
間

平
成

２
０

年
度

～
平

成
４

９
年

度

凡
例

流
域
界

市
町
村
界

既
設
ダ
ム

高
知

県
愛

媛
県

徳
島

県

香
川

県

重
信

川

重
信

川
位

置
図

1



７
．

事
業

の
進

捗
見

込
み

等
・
事

業
進

捗
率

：
約

4
5
％

H
2
6
.3

末
（
前

回
約

1
5
％

H
2
3
.3

末
）

・
平

成
4
9
年

度
完

成
に

向
け

て
事

業
を

推
進

中
・
平

成
2
4
～

2
5
年

度
に

つ
い

て
は

、
J
R

石
手

川
橋

梁
改

築
、

局
所

洗
掘

対
策

（
垣

生
、

古
川

、
松

前
、

中
川

原
、

久
谷

拝
志

）
、

耐
震

対
策

、
井

門
霞

堤
整

備
を

実
施

・
平

成
2
6
年

度
に

つ
い

て
は

、
J
R

石
手

川
橋

梁
改

築
、

局
所

洗
掘

対
策

（
松

前
）
を

実
施

５
．

投
資

効
果

（
前

回
(H

2
3
年

度
)分

析
結

果
）

・
全

体
事

業
費

：
9
8
億

円
・
便

益
※

1
：
事

業
全

体
9
8
3
億

円
残

事
業

9
8
3
億

円
・
費

用
※

2
：
事

業
全

体
8
0
億

円
残

事
業

5
8
億

円
・
費

用
便

益
比

：
事

業
全

体
1
2
.3

残
事

業
1
6
.9

４
．

事
業

を
巡

る
社

会
情

勢
の

変
化

・
重

信
川

は
地

盤
高

が
重

信
川

の
計

画
高

水
位

よ
り

低
い

こ
と

や
、

氾
濫

域
の

資
産

の
集

中
か

ら
、

破
堤

時
の

想
定

被
害

が
甚

大
に

な
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

。
・
Ｊ
Ｒ

石
手

川
橋

梁
は

河
川

管
理

施
設

等
構

造
令

不
適

合
で

あ
り

、
周

辺
の

河
道

は
流

下
能

力
不

足
と

な
っ

て
い

る
た

め
、

早
期

の
橋

梁
改

築
、

弱
小

堤
防

補
強

等
対

策
が

必
要

。
・
最

近
で

も
、

局
所

的
な

深
掘

れ
に

よ
り

河
岸

崩
壊

、
護

岸
崩

壊
の

災
害

が
頻

発
す

る
状

況
に

あ
り

、
治

水
対

策
が

必
要

。
霞

堤
氾

濫
、

漏
水

対
策

、
耐

震
対

策
等

も
必

要
。

・
沿

川
の

市
町

で
は

、
人

口
は

横
ば

い
、

製
造

品
出

荷
額

、
事

業
所

従
業

員
数

は
や

や
減

少
。

重
信

川
直

轄
河

川
改

修
事

業
（
２

／
２

）

実
施

中
の

主
な

事
業

※
1
．

金
額

は
、

完
成

後
5
0
年

間
の

便
益

額
と

し
て

現
在

価
値

化
し

た
数

値
。

※
2
．

基
準

年
に

お
け

る
現

在
価

値
化

し
た

数
値

。

８
．

地
域

か
ら

頂
い

た
主

な
意

見
等

・
氾

濫
区

域
内

に
あ

る
松

山
市

、
伊

予
市

、
東

温
市

、
松

前
町

、
砥

部
町

で
組

織
さ

れ
る

｢重
信

川
・
石

手
川

治
水

同
盟

会
｣か

ら
、

直
轄

事
業

の
整

備
促

進
に

関
す

る
要

望
を

受
け

て
い

る
。

1
0
．

対
応

方
針

（
原

案
）

・
事

業
継

続

９
．

県
知

事
の

意
見

・
重

信
川

直
轄

河
川

改
修

事
業

は
、

重
信

川
流

域
の

安
全

安
心

の
確

保
の

た
め

必
要

な
事

業
で

あ
り

、
河

川
整

備
計

画
に

基
づ

き
、

着
実

な
促

進
を

お
願

い
し

ま
す

。

６
．

被
害

指
標

の
分

析
（貨

幣
換

算
が

困
難

な
効

果
等

）
＜

重
信

川
水

系
河

川
整

備
計

画
の

目
標

流
量

規
模

の
洪

水
が

発
生

し
た

場
合

＞

・
災

害
時

要
援

護
者

数
約

1
6
,5

0
0
人

[事
業

実
施

前
]

→
0
人

[事
業

実
施

後
]

・
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
（
電

力
停

止
）
に

よ
る

被
害

約
2
4
,1

0
0
人

[事
業

実
施

前
]

→
0
人

[事
業

実
施

後
]

事
業
実
施
前

事
業
実
施
後

計
画
高
水
相
当
洪
水
で
の
浸
水
区
域

■
Ｊ

Ｒ
石

手
川

橋
梁

改
築

石
手

川

計
画

川
幅

約
８

０
ｍ

現
況

川
幅

約
３

０
ｍ

■
局

所
洗

掘
対

策
施

工
状

況
（
木

工
枠

の
例

）

重
信

川

2



浸
水
深

0
.5
m
未

満

0
.
5～

1
m
未

満

1
～
2
m
未

満

2
～
5
m
未

満

5m
以

上

河
川

整
備

計
画

規
模

の
洪

水

現
況

事
業

実
施

後

浸
水
深

0
.5
m
未

満

0
.
5～

1
m
未

満

1
～
2
m
未

満

2
～
5
m
未

満

5m
以

上

河
川

整
備

基
本

方
針

規
模

の
洪

水

現
況

事
業

実
施

後

整
備

計
画

に
基

づ
く
事

業

局
所

洗
掘

対
策

、
霞

堤
整

備
、

橋
梁

改
築

等

整
備

計
画

に
基

づ
く
事

業

局
所

洗
掘

対
策

、
霞

堤
整

備
、

橋
梁

改
築

等

事
業

実
施

に
よ

る
被

害
軽

減
効

果
［
試

行
］

現
況

浸
水

面
積

約
2
,6
0
0
h
a

災
害

時
要

援
護

者
数

約
1
6
,5
0
0
人

電
力

停
止

に
よ

る
影

響
人

口
約
2
4
,1
0
0
人

事
業

実
施

後

浸
水

面
積

約
2
0
h
a

災
害

時
要

援
護

者
数

0
人

電
力

停
止

に
よ

る
影

響
人

口
0
人

現
況

浸
水

面
積

約
2
,9
0
0
h
a

災
害

時
要

援
護

者
数

約
2
0
,2
0
0
人

電
力

停
止

に
よ

る
影

響
人

口
約
3
0
,6
0
0
人

事
業

実
施

後

浸
水

面
積

約
1
,0
0
0
h
a

災
害

時
要

援
護

者
数

約
8
,0
0
0
人

電
力

停
止

に
よ

る
影

響
人

口
約
1
9
,3
0
0
人

3



～ ～
～ ～
～ ～

「費用対効果分析に係る項目は平成２３年度時点」

・事業の完成後、計画高水相当の流量に対し、石手川合流点より上流域及び下流左岸では、外水による浸水被害が大幅に解消される他、下流
右岸でも約1,000億円の被害軽減効果が想定される。
・河川整備計画目標流量規模の洪水が発生した場合、事業実施前は、外水氾濫による災害時要援護者数は約16,500人、電力停止による影響
人口は約24,100人と想定されるが、事業実施により解消される。
・河川整備基本方針規模の洪水が発生した場合、事業実施前は、外水氾濫による災害時要援護者数は約20,200人、電力停止による影響人口
は約30,600人と想定されるが、事業実施により各々約8,000人、約19,300人に軽減される。

事業の効
果等

対応方針
理由

社会経済
情勢等の
変化

・重信川は、地盤高が重信川の計画高水位より低いことや、氾濫域の資産の集中から想定氾濫区域内人口約33万人、被害額約5,750億円
（1/150 洪水規模 H22 河道）と破堤時の想定被害が甚大になることが想定される。
・一方で、ＪＲ石手川橋梁は河川管理施設等構造令不適合であり、周辺の河道は流下能力不足となっているため、早期の橋梁改築、弱小堤補
強等対策が必要。
・また、最近でも局所的な深掘れにより河岸崩壊、護岸崩壊の災害が頻発する状況にあり治水対策が必要。霞堤氾濫防止対策、漏水対策、耐
震対策等も必要。
・沿川の市町では、人口は横ばい、製造品出荷額、事業所従業員数はやや減少傾向。
・氾濫区域内にある松山市、伊予市、東温市、松前町、砥部町で組織される｢重信川・石手川治水同盟会｣から、直轄事業の整備促進に関する
要望を受けている。

事業の進
捗状況

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・各事業の設計・実施段階で代替案の可能性検討を行うとともに、掘削土等の有効活用、新技術の採用等を適切に行うことによりコスト縮減に
努める。

・平成18年4月河川整備基本方針策定、平成20年8月河川整備計画策定
・ＪＲ石手川橋梁改築実施中（H19事業承認、H21～22用地買収済み、H22工事着手）
・井門霞堤整備完了（H25）
・局所洗掘対策実施中（H20～）

15.3 18.5 11.1

感度分析 残事業（Ｂ／Ｃ）

12.1
18.6 11.6

資産（-10%～+10%）

B:総便益
(億円)

全体事業（Ｂ／Ｃ）

C:総費用(億円) 58 B/C983

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：351戸
年平均浸水軽減面積：49ha

事業全体
の投資効
率性

12.3 903
EIRR
（％）

基準年度

80
B:総便益
(億円)

983

＜解決すべき課題・背景＞
・重信川国管理区間下流部沿川の平野は、地盤高が重信川の計画高水位より低く、はん濫区域には愛媛県の中核として人口・資産が集中して
いる松山都市圏主要部を含み、破堤時に想定される被害は甚大である。
・重信川、石手川の堤防整備率は約91％と高水準であるが、中心市街地から近い石手川に架かるＪＲ石手川橋梁が河川管理施設等構造令に
適合せず流下能力不足となっている。また、重信川では、これまで継続的にさまざまな堤防強化、護岸根固めの補強等を繰り返してきたが、最
近でも洪水規模の大小を問わず局所的な深掘れにより河岸・護岸崩壊等の災害が頻発する状況にあり、予防的観点から更なる治水対策が必
要である。また、堤防漏水による被災も懸念される。
・さらに、重信川には、主に急流河川で用いられる歴史的な治水方式である霞堤が9 箇所あり、特徴の一つとなっている。しかし、この内5 箇所
は、河川整備基本方針規模の洪水が流下した場合、霞堤の開口部からはん濫が生じ、家屋浸水被害の発生が想定される。このように不完全な
霞堤については、はん濫による被害の防止に向け対策を講じる必要がある。
　主な洪水被害
　　　　昭和18年7月（低気圧）：堤防決壊徳丸外7箇所、耕地流出埋没約1,730ha、家屋浸水約12,500戸、その他道路、鉄道等の被害甚大
　　　　平成13年6月（梅雨前線） ：浸水家屋443戸

＜達成すべき目標＞
　重信川水系では、石手川で流下能力不足箇所となっているＪＲ石手川橋梁の改築及び周辺の弱小堤防補強対策を行うとともに、重信川で整
備計画目標流量により家屋浸水が発生する恐れがある霞堤の整備を進める。
また、頻発する局所的な深掘れや堤防侵食に対する局所洗掘対策や浸透対策、耐震対策といった必要な区間の質的整備などを計画的に実施
する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

残事業の
投資効率

29.8C:総費用(億円)

平成２３年度

目的・必要
性

16.9

B/C

その他

＜愛媛県の意見・反映内容＞
・重信川直轄河川改修事業は、重信川流域の安全安心の確保のため必要な事業であり、河川整備計画に基づき、着実な促進をお願いします。

残事業費（+10%～-10%）
残工期（+10%～-10%）

15.5
16.4

13.2

対応方針

感度分析

総事業費
（億円）

平成20年度～平成49年度

約52

12.1

当面の段階的な整備（H24～H29）：B/C＝34.0

事業の進
捗の見込
み

・当面の対策としてＪＲ石手川橋梁改築を完了し、石手川唯一の流下能力不足箇所を解消する。
・霞堤開口部の内、井門箇所の整備を実施、被害ポテンシャルの高い下流部の局所洗掘対策を完了し、その他区間の局所洗掘対策、必要区
間の浸透対策、耐震対策など質的整備を実施する。
・実施中の橋梁改築や局所洗掘対策は、特段の問題もなく順調に進捗している。自治体の整備促進要望があり市民の関心も高く、今後も計画
的に事業を推進する。

13.5
16.8

B-C

実施箇所 愛媛県松山市、東温市、砥部町、松前町

事業諸元 橋梁の改築、弱小堤防の補強、霞堤整備、局所洗掘対策、浸透対策、耐震対策　等

該当基準 再評価実施後一定期間（３年間）が経過している事業

事業期間

約100 残事業費（億円）

事業名
（箇所名）

重信川直轄河川改修事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
四国地方整備局

担当課長名
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